がんばる「八尾っ子」応援事業実施要綱

（目的）

第1条 がんばる「八尾っ子」応援事業は、八尾市こども夢基金を活用し、こどもの個性

や能力を向上させることを目的に、スポーツ活動及び文化活動において、八尾市を全国発信する功績等をあげたこどもに対して、表彰及び応援金の交付（以下「表彰等」という。）をするものである。

（表彰等の種別）

第2条 前条の表彰等の種別は、次の表に掲げるものとする。また、表彰等の対象となる功績等の詳細は別に定める。

	表彰の名称
	表彰等の対象
	応援金の金額

	八尾っ子特別功労賞
	八尾っ子栄誉賞に相当する功績を超える功績（国際規模の大会での一定の成績等）をあげたもの又は評価（国際規模の大会で日本代表メンバーに選考される等）を受けたもので市長が認めるもの
	100,000円

	八尾っ子栄誉賞（日本一）
	全国規模の大会において優勝したもの等又は八尾っ子特別功労賞の表彰等の決定をされ、過去に八尾っ子栄誉賞を受けていないもので市長が認めるもの
	200,000円

	八尾っ子奨励賞（大阪一）
	大阪府規模の大会において優勝したもの等
	50,000円

	八尾っ子敢闘賞

（特別功労賞相当）
	八尾っ子特別功労賞に相当する功績等をあげた団体であって、大会登録メンバー中八尾市在住者が過半数に満たない場合
	個人表彰として取り扱い、八尾市在住者一人につき
20,000円

	八尾っ子敢闘賞

（栄誉賞相当）
	八尾っ子栄誉賞に相当する功績等をあげた団体であって、大会登録メンバー中八尾市在住者が過半数に満たない場合
	同上

	がんばる八尾っ子賞
	上記各賞の受賞には至らなかったが、功績をあげた大会の規模等が上記各賞における大会等に準ずると認められたもの
	10,000円


（表彰等の対象）

第3条 表彰等の対象者は、表彰等の対象となる功績等を１８歳到達後最初の３月３１日までにあげた市内に在住するこども（団体も含む）であって、アマチュアであることとする。

２　団体については、大会登録メンバーの過半数が八尾市在住者である場合につき、当該団体を表彰等の対象とする。ただし、八尾っ子敢闘賞及びがんばる八尾っ子賞については、この限りではない。

３　表彰等の対象となる功績等については、スポーツ活動や文化活動において、全国発信できる内容であることとする。

４　第２条に掲げる各表彰等を受けた者は、以降同一種別の賞の受賞対象者から除外する。

５　八尾っ子奨励賞以外の賞（八尾っ子敢闘賞及びがんばる八尾っ子賞は除く）を受けた者は、以降八尾っ子奨励賞の受賞対象者から除外する。
６　第４項及び第５項の規定にかかわらず、団体については、大会登録メンバー中、以前表彰等を受けたメンバーが全体の５割に満たない場合は受賞対象とする。なお、団体の運営主体及び代表者に関し、前回受賞時と同一であるか否かにかかわらず同様の取扱いとする。

（募集方法）

第４条　募集は公募方式とする。（自薦・他薦は問わず）

（表彰等の申請）

第5条  表彰等を受けようとする者は、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

（1） 表彰等申請書（様式第１号）

（2） 実績を証する書類の写し

（3） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　前項各号の書類の提出期限は、表彰等の対象となる功績等の発生した日より１年とする。

（受賞決定及び通知）

第6条 　市長は、前条の表彰等の申請を受領したときは、市長が指名する者により当該申請内容を審査し適当と認めたときは受賞の決定をし、表彰等決定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。

２　市長は、前項に規定する審査の結果、表彰等をしないことを決定したときは、審査結果通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとする。

（応援金の支給方法）

第7条 　市長は、前条の通知を行った後、受賞者からの請求により、応援金を受賞者に交付するものとする。なお、応援金の支給は、原則として口座振込とする。

（表彰等の取り消し等）

第8条 　市長は、受賞者が次の各号のいずれかに該当した場合は、受賞の決定を取り消し、表彰及び応援金交付取消通知書（様式第４号）により通知するものとする。

（1） 申請書で虚偽の報告を行ったとき。

（2） 公序良俗に反した場合。

２　前項の場合において、既に応援金が支払われているときは、市長は、期日を定めて応援金の返還を応援金返還命令通知書（様式第５号）により通知するものとする。　　

（委任）

第9条 　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に市長が定める。

附　則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２８年１０月４日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。
